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  まえがき 

 

 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業大

臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 

 B 7745-2：2027 
 (ISO 4965-2：2012) 

金属材料の単軸疲労試験のための動的試験力校正法 
―第 2 部：動的校正デバイス計測器 

Dynamic force calibration method for uiaxial fatigue testing of metallic 
materials—Part2: Dynamic calibration device instrumentation 

 
序文 

この規格は，2012 年に第 1 版として発行された ISO 4965-2 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で，箇条番号及び細分箇条番号の後に“A”のラテン文字の大文字を付記した箇条及び細

分箇条は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

単軸試験システムの動的校正を行うためには，試験片が受ける力を既知の精度で測定する必要がある。

この測定は，試験片の代わりに動的校正デバイス（DCD）を用いて行われるが，DCD の校正方法は JIS B 
7745-1 に規定されている。この規格は，DCD 計測器の校正方法を規定している。また，結果の解析方法に

ついて示すとともに，JIS B 7745-1 に適合した DCD の使用において，計測器が有効である試験周波数の範

囲を規定する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO 4965-2:2012，Metallic materials—Dynamic force calibration for uniaxial fatigue testing —  Part2: 

Dynamic calibration device (DCD) instrumentation（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”ことを示す。 

1A 引用規格 

この規格には，引用規格はない。 

2 用語及び定義 

この規格において用いる主な用語及び定義は，次による。 

2.1 
動的校正デバイス（DCD, dynamic calibration device） 

レプリカ試験片又は検定装置 
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2.2 
DCD 供給電圧，VE（DCD energising voltage，VE） 

DCD のひずみゲージ用ブリッジボックスに供給する直流電圧 

注釈 1 DCD の供給電圧は，ボルト（V）によって表す。 

2.3 
DCD 計測器（DCD instrumentation） 

ひずみゲージ用ブリッジボックスのアンプ及びディスプレイを含む，DCD とともに使用する計測器 

注釈 1 DCD 計測器は，DCD に電圧を供給してもよい。DCD 出力をミリボルト毎ボルト（mV/V）比に

よって表示してよい。 

2.4 
動電圧基準装置（dynamic voltage reference standard） 
 特定の正弦波電圧波形（実際の DCD 供給電圧又は公称 DCD 供給電圧に比例した大きさ）及び直流電圧

を発生することのできる装置 
注釈 1 直流電圧を発生する装置と正弦波を発生する装置とで，動電圧基準装置が別であってもよい。 

注釈 2 参考文献[1]～[3]参照。 

2.5 
最大電圧値（peak voltage value） 
発生又は測定した正弦波形に含まれる電圧の最大値 

2.6 
最小電圧値（valley voltage value） 

発生又は測定した正弦波形に含まれる電圧の最小値 

3 原理 

動電圧基準装置を使用して一連の直流電圧を発生させる。DCD 計測器によって表示された値と動電圧基

準装置において発生した値との間の差を測定する。 

同様に，直流から最大試験周波数までの範囲において，振幅及び平均値を変化させながら，一連の正弦

波形を，動電圧基準装置を使用して発生させる。DCD 計測器に表示される最大電圧値及び最小電圧値を，

動電圧基準装置において発生した値と比較する。 

実験室条件をシミュレートするために，既知の高調波ひずみを加えた正弦波の校正を繰り返し，DCD 計

測器がその最大電圧値及び最小電圧値を正しく測定可能であることを確認する。 

4 一般的な要求事項 

4.1 温度 

DCD 計測器の校正は，18 ℃から 28 ℃の範囲の室温において実施し，実施した温度を報告しなければ

ならない。 

4.2 DCD 計測器 
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DCD 計測器は，DCD の出力を読み取るものである。DCD の直流供給電圧（VE）が DCD 計測器によっ

て供給されている場合はミリボルト毎ボルト（mV/V）値，又は外部機器によって供給されている場合は単

にミリボルト（mV）値［外部機器によって供給する供給電圧で除して，ミリボルト毎ボルト（mV/V）値

に変換することが可能］となる。DCD の出力が正弦波状に変化している場合（動的な力が加わっている場

合）には，その最大値及び最小値を表示しなければならない。DCD 計測器の分解能は，0.000 1 mV/V（0.000 
1 VE mV に相当）未満でなければならない。 

4.3 動電圧基準装置 

動電圧基準装置は，規定の不確かさの範囲内において，規定された不確かさを含む電圧規格によって，

検証可能な直流電圧レベル及び正弦波電圧波形（振幅，周波数及び平均値によって規定）を発生させる。

さらに，規定された量の高調波ひずみを波形に追加し，理想的ではない条件下での DCD 計測器の性能を

判断することが可能となる。 

動電圧基準装置によって発生した最大電圧及び最小電圧の拡張不確かさ（約 95 %の信頼度において）は，

電圧範囲（すなわち，最大電圧と最小電圧との差）の 0.2 %を超えてはならない。直流の場合，発生した電

圧の拡張不確かさ（約 95 %の信頼レベルにおいて）は，2 VE µV 未満でなければならない（例えば，10 V
の励起電圧に対して，基準計測器は－20 mV から＋20 mV の範囲の差動直流電圧を発生することが可能で

あり，拡張不確かさは 20 µV でなければならない。）。 

動電圧基準装置の出力インピーダンスと JIS B 7745-1 に規定した DCD とともに使用する DCD 計測器の

出力インピーダンスとの差は，その校正周波数範囲を通じて DCD 計測器の最小入力インピーダンスの

0.05 %未満でなければならない。 

注記  DCD 計測器の入力インピーダンスは，周波数が高くなると低下する傾向があり，その入力インピ

ーダンスと接続したシステムの出力インピーダンスとのミスマッチが誤差の原因となるため，最

小入力インピーダンスの値を使用することが重要である。例えば，最小入力インピーダンスが 100 
kΩ の DCD 計測器を出力インピーダンス 350 Ω の DCD に使用する場合，動電圧基準信号の出力

インピーダンスは 300 Ω～400 Ω の間にある必要がある。 

動電圧基準装置は，国家計量標準へのトレーサビリティーが確保されていなければならない。 

5 校正方法 

5.1 直流校正 

直流校正の前に，DCD 計測器と動電圧基準装置とを接続して 30 分以上通電する。 

動電圧基準装置を使用して，全校正範囲にわたって 9 セットの直流電圧を発生させる。例として，校正

範囲が－2 mV/V～＋2 mV/V，供給電圧が 10 V の場合，－20 mV から＋20 mV まで 5 mV 単位の電圧を使

用しなければならない。各電圧における DCD 計測器の出力を記録する。この操作を 2 回繰り返し，3 セッ

トの測定値を得る。DCD 計測器によって DCD の電圧を供給する場合，直流電圧値は実際に発生した電圧

に基づかなければならない。DCD の電圧を外部装置によって供給する場合，直流電圧の値は公称値から計

算しなければならない。 

5.2 正弦波校正の結果 

正弦波の校正の前に，DCD 計測器と動電圧基準装置とを接続して 30 分以上通電する。 



6 
B 7745-2: 2027 ISO 4965：2012 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

動電圧基準装置を使用して，表 1 によって図 1 に示す 7 セットの正弦波形を発生させる。DCD 計測器に

よって DCD に電圧を供給する場合，波形の振幅及び平均値は実際に発生した電圧に基づかなければなら

ない。DCD の電圧を外部装置によって供給する場合，波形の振幅及び平均値は公称値から計算しなければ

ならない。 

各波形について，対象となる全範囲にわたって周波数を変化させ，少なくとも三つの異なった周波数に

おいて，DCD 計測器の出力値の最大及び最小を記録する。 

上記で規定した正弦波の校正を繰り返すが，発生した波形には全高調波ひずみの一定量 0.125 %±

0.010 %が追加される（附属書 A 参照）。 

このプロセスを繰り返し，2 セットの測定を行う。 

表 1 正弦波の校正波形 
波形 平均値 振幅 

1 －1.5 mV/V 0.5 mV/V 
2 －1.0 mV/V 1.0 mV/V 
3 －0.5 mV/V  1.5 mV/V 
4 0.0 mV/V 2.0 mV/V 
5 ＋0.5 mV/V 1.5 mV/V 
6 ＋1.0 mV/V 1.0 mV/V 
7 ＋1.5 mV/V 0.5 mV/V 

 

図 1－正弦波の校正波形 

6 結果の計算 

6.0A 一般 

6.1 及び 6.2 に規定した結果を計算する。 



7 
B 7745-2:0000 ISO 4965：2012 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

6.1 直流校正結果 

九つの印加直流電圧（5.1 参照）のそれぞれに対する直流校正結果は，三つの測定値のそれぞれについ

て，DCD 計測器に表示される値と動電圧基準装置によって発生した値との差を計算することによって，決

定しなければならない。 

一つの差が 0.01 mV/V（0.01 VE mV に相当）を超えた場合，その計測器は直流校正に失敗したものとみ

なさなければならない。 

6.2 正弦波校正の結果 

適用する各波形（5.2 参照）について，正弦波の校正結果は，それぞれ異なった周波数における計算によ

って決定しなければならない。 

— DCD 計測器に表示される最大値と動電圧基準装置によって発生した最大値との差 

— DCD 計測器に表示される最小値と動電圧基準装置によって発生した最小値との差 

これらの差は，いずれも波形の振幅に対するパーセント（%）によって表さなければならない。各波形

について，有効な周波数範囲は，これら二つの差のいずれもが 0.5 %以下の周波数範囲とする。 

正弦波の校正は，直流から，七つの波形全ての結果が，この 0.5 %の制限内に収まる最大周波数まで有効

であるとみなさなければならない。 

7 校正報告書 

7.0A 一般 

最低限，7.1 及び 7.2 による情報を校正報告書に記載しなければならない。 

7.1 一般的な情報 

報告書には，次の情報を含まなければならない。 

a) 製造業者，モデル番号，製造番号，使用した設定（該当する場合，供給電圧を含む）及びその他の識別

子を含む DCD 計測器 

b) 製造業者及び製造番号を含む動電圧基準装置（4.3 参照） 

c) 校正を実施した周波数範囲 

d) 該当する場合，供給電圧の公称値 

e)  DCD 計測器を校正した出力インピーダンス 

f) 校正時の最高及び最低室温（4.1 参照） 

g) 校正を実施した組織名 

h) 校正実施日 

i) この規格（JIS B 7745-2）の引用 

7.2 校正の結果 

校正の結果は，次の事項を報告書に記載しなければならない。 

a) 採取した全ての測定値の表及びそれらが有効である周波数範囲の詳細 
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b) 動的校正に関する観察，注意又は勧告 

7.3 再校正 

この規格の目的上，報告書の最大有効期間は，26 か月以下であることが望ましい。  
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附属書 A 
（参考） 

校正周波数の内容 

ひずみを特定するために全高調波ひずみ（THD）を使用することがよく知られているが，時系列データ

ほどには特定不可能である。図 A.1～図 A.4 のプロットは，各校正において再現することが望ましい波形

及び周波数内容の例を示している。 

 

図 A.1－50 Hz の正弦波試験力の例（測定信号） 

 

図 A.2－50 Hz の正弦波試験力 1 サイクルの例（測定信号） 
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図 A.3－図 A.1 に示す信号の直流～2.5 kHz 範囲におけるパワースペクトル密度 

図 A.4－図 A.1 に示す信号の直流～500 Hz 範囲におけるパワースペクトル密度 
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